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トヨタ生産システムと労働

活 水 耕

石油ショック以後の構造的不況,世界市場に

おける競争の激化および競争形態の変化といっ

た状況の中で,先進資本主義国の製造業企業,

特に自動車メーカーは生産性と国際競争力の向

上を目的に様々な生産システムの改革を試みて

きた｡このシステム改革の方向には単純化 して

みれば二つの流れが存在 したように見える｡ 一

つは,情報処理技術と産業用ロボットの急速な

発展を背景に資本労働代替を進める生産システ

ムのオー トメ化の方向であり,第二の流れは,

新 しいテクノロジーに敏感ではあるが生産シス

テムにおける ｢人的資源｣の活用により大きな

ウエイトを置 く方向である｡ このような二つの

方向で80年代に試みられた様々な実験をへて,

今日では後者に属す日本的産業モデル,とくに

トヨテイズムが ｢ポス ト･フォー ド主義｣時代

の代表的-モデルであると見倣されるに至って

いる｡ そして1990年代初頭の現在において,こ

の日本モデルを如何に評価するのか,すなわち

日本モデルは諸外国に通用 しない特殊な諸原理

からなるモデルであるのか,それともポス ト･

フォー ド主義の時代における普遍的原理からな

るモデルであるのかということが,理論的かつ

実践的に問われているといえよう｡

日本モデルの理解に関 しては,ほんの一例の

とどめるのであるが,森鴨通夫 〔1983〕や K.

ファン･ウォルフレン 〔1990〕の文化主義的解

釈による日本異質論,加藤哲郎/R.ステイ-

ヴン 〔1990〕にみられる民主主義の点から見た

日本後進国論があるとすれば,他方で,青木昌

彦 〔1989〕に代表されるように日本的経営に

コーディネーションの新 しいパラダイム (水平

的コーディネーションやネットワーク ･レン

ト)の出現を見たり,M.ケニー/ R.フロリダ

〔1990〕のように 日本的経営 こそポス ト ･

フォー ド主義のモデルであるとする見解が示さ

れている｡M.ケニー/R.フロリダのこの命題

をめぐって 『窓』誌上で第 2号 (1989年)から

第 5号 (1990年)にわたって行なわれた ｢日本

的経営｣論争,あるいは ｢ポス ト･フォー ド主

義｣論争は,結局,平田清明 〔1990〕の示すよ

うに,日本的経営あるいは トヨテイズム,さら

には日本経済に関する実証的理論的研究の必要

性を示唆するものであったように思われる｡

他方,実践的には,1980年代中頃から貿易摩

擦を契機に急速に進展した日本の代表的製造企

業の先進資本主義諸国への対外直接投資が,ま

さに実践的に日本的経営の一般的妥当性の試金

石になっている｡ 最近の研究 (安保哲男編著

〔1988〕,安 保哲 男編著 〔1991〕,鈴 木直次

〔1991〕,F.Guelle〔1990〕)を見るか ぎ り,

現在までのところ,産業および企業ごとに多様

な ｢適応｣と ｢適用｣が見られるにしても,日

本的経営は現地社会に比較的うまく受け入れら

れているように見える｡ ただし,日本的経営が

現地社会において長期的に持続 しうるのかどう

かは,あるいはより日本的システムに近 くなっ

ていくかどうかは,いまのところ判断できない

とされている (安保哲男編著 〔1988〕,小池和

男 〔1991〕)｡

この小論は以下において日本の代表的産業モ

デルとしての ｢トヨテイズム｣の中核 となる生
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る｡

Ⅰ 組織イノベーションと組織テクノロジー

われわれは トヨタ生産システム (以下 TPS)

をテーラー主義やフォー ド主義に匹敵する組織

イノベーションと位置づけるのであるが (K.

Shimizu〔1990〕,B.Coriat〔1991〕),まず こ

の組織イノベーションおよびその核心となる組

織テクノロジーに関する理論的仮説を述べてお
E=l=

｣つ｡

周知のように,シュンペーターの 『経済発展

の理論』廿 Shumpater〔1911〕)は ｢新結合｣

あるいはイノベーションを以下のような五つの

要因を包括する概念であると考えた｡すなわち,

新しい財あるいは既存財の新しい質の生産 (製

品イノベーション),新 しい商取引形態の導入

を含む新生産方法の導入 (生産システムのイノ

ベーション),独占などの新 しい企業組織の形

成 (経営形態のイノベーション),新 しい素材

あるいは中間生産物の征服 (投入財イノベー

ション),新 しい販路の開発 (販路 イノベー

ション)である｡ さらにシュンペーターは,こ

のイノベーションの社会的マグニチュー ドに

よって小イノベーションと大イノベーションを

区別し,後者の出現 ･普及 ･枯渇がジュグラー

循環の動因であると考えた｡このようなシュン

ペーターの観点からトヨタの組織イノベーショ

ンを捉え直してみるとどのようなことが言える

のであろうか｡恐 らく,個々の要因に該当する

諸要素を挙げて, トヨテイズムをシュンペー

ター的な意味でのイノベーションとして位置づ

けることができるのであろう｡ 大衆車の場合に

-モデルの基本車型が250から300にもおよぶ製

品の差別化と4年毎のフル ･モデル ･チェンジ

による性能および品質の向上,TPS(販売お

よび部品の系列取引を含む),｢日本的経営｣,

需要の多様化と個人化や競争の場としての世界

市場等｡しかし,このような当て軟めによるト

ヨテイズムの位置づけは合理化という一般的傾

向と組織イノベーションとの関係という重要な

問題やイノベーションに関する重要な情報を見

落とさせるものであろう｡

拙論では,合理化という一般的傾向と組織イ

ノベーションの関連を詳しく検討する余裕はな

いが,以下では一つの仮説に基づいて トヨテイ

ズムに見られる組織イノベーションの特徴づけ

を行なう｡

合理化あるいは技術進歩は一般的に線形の発

展をすると見倣されている｡例えば,マルクス

の相対的剰余価値論におけるような協業,分業,

工場制手工場,機械と大工業への発展,さらに

は現代における情報化とロボット化によるCIM

があたかも技術進歩による必然的発展であるか

のように考えられている｡ しかし,労働生産組

織の研究 (S.マ-グリン 〔1973〕,プレイバー

マン 〔1978〕,D.M.ゴー ドン/ R.ライク/M.

エ ドワー ド 〔1990〕,B.Coriat〔1976〕,B.Ro-

sier/ P.Dock占S〔1988〕)によれば,より生

産的な新技術が出現したとしてもこの技術は必

ずしも生産過程に応用されるとは限らないこと,

そして技術進歩が企業内および企業間社会関係

ならびに労働管理と密接に関係 しているという

ことが指摘されている｡ さらにL.C.サローは,

欧米流の機械化による ｢ハー ドな生産性｣と日

本流の組織効率に基づく ｢ソフトな生産性｣を

対比することで,生産性における組織および社

会関係の重要性を示唆している (LC.Thurow

〔1986〕)｡以下で述べる組織イノベーションに

関する仮説は, もともとはゾーン-レーテル

〔1970〕のテーラー主義研究に着想を得たもの

であるが,以上の諸研究の問題意識に連なるも

のである｡

仮説 :一つのタイプの生産労働組織はそれに

対応した技術進歩の形態をもっている

ゾーン-レーテル 〔1970〕は,テーラー主義

の核心的意義を ｢時間の経済｣の意識的追及,

すなわちここの労働業務の時間と動作を分析 し,

当該労働工程を形成するすべての労働業務と機

械機能が時間損失なしにかみ合い,業務間およ

び工程間に連続性を与えることを目的としたも
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のであるとみる｡ そしてテーラー主義の本質が

このようなものであるがゆえに,その経営組織

原理は経営様式の根本的改革と,別種の工作機

械や工具用鉄鋼の発明と導入を導いたのであ り,

この点からシカゴの食肉業やフォー ドの工場で

始まったコンベアによる流れ作業は,テーラー

の諸原理を的確に適用 した結果にすぎないとさ

れる｡さらに彼は,現代の機械化された大量生

産は,それ自身オー トメーションへの飛躍の出

発点になり,このオー トメーションにおいて大

工業の全展開は本質的完成にいたるとまで書い

ている｡

このようにフォー ド主義をテーラー主義の発

展と見る見方は,B.Kundig〔1984〕,M.Aglietta

〔1974〕に継承されているが,テーラー主義 と

フォー ド主義の関連はよ り詳細な検討を要す

(テーラー主義とフォー ド主義の関係について

の私見は清水耕一 〔1992〕)｡この点を断ったう

えで,ゾーン-レーテルの分析が示唆 している

重要な点は,テーラー主義の生産労働組織原理

が,それ固有の工作機や原材料の発明 ･開発を

導いたという点である｡今 日振 り返ってみれば,

情報技術やロボット技術が急速に発展 し始めた

60年代末から70年代にかけて,社会科学者はコ

ンピューターによる支配に恐怖を示 し (Y.Sto

urdz6〔1973〕),製造業はオー トメ化によって

プロセス産業化するとい う予測をしていた｡ し

か し80年代の経験は,事態がそのようには進展

しなかったということを示 している｡ さらに,

日本において70年代か ら FMSが,次いで CI

M が新 しい生産システムであると主張され,

ファナックに代表されるロボット化工場が注目

を集めることになった｡ しか し,設備投資コス

トならびに収益性 の点でそのような方向はロ

ボット生産のような高付加価値の製品を生産 し

た り,ロット生産を行なうような非常に限定さ

れた産業分野に止まってお り,むしろ現在の大

勢は組立ラインや中小企業の製造過程への TP

Sの普及にみられるように小ロット生産が浸透

している (中央大学経済研究所 〔1990〕)｡コン

ピューターによるシステム統合 という問題 も,
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たとえばフォー ド主義的生産ラインのロボット

化を基礎に,ロボットおよび自動化 ラインをコ

ンピューターで制御 ･コントロールするという

ようなネオ ･フォー ド主義の方向 (サターン計

画)には進まず,現在の TPSに見られるよう

にまったく異なった組織原理の上で自動化がす

すめられている｡ 門田安弘 〔1991〕が詳細に解

説 しているように, トヨタにおける自動化 とロ

ボット化は,明らに トヨタ生産システムの組織

原理の上で進められており,ゾーン-レーテル

が考えたようにテーラー主義の組織原理に基づ

くオー トメ化ではないといえる｡

一つのタイプの生産労働組織はそれに対応 し

た技術進歩の形態をもっているという仮説は,

このような観察に基づくものである｡ そしてこ

のゆえに,シュンペーター的イノベーションの

構成要因のうちで特に生産システムに関する組

織イノベーションの重要性を強調することにな

る｡ さらに,組織イノベーションは単に技術問

題に還元できない｡組織原理の問題であるがゆ

えに,そこには機械あるいは工程レイアウ トと

いう技術問題だけではなく,労働様式および労

使関係,さらには製造企業と部品供給業者およ

びディーラーとの取引関係 という社会的諸関係

が介入する｡ 組織の問題は優れて社会関係の問

題であ り,しか も生産労働組織の中心的問題は

労使関係である (D.M.ゴー ドン/ R.ライ

ク/M.エ ドワー ド 〔1990〕)｡拙論はこの点を

明確にするために,テクノロジーを設備テクノ

ロジーと組織テクノロジーの二要因に分解 し,

生産労働組織の発展における組織テクノロジー

の重要性に注目する｡ つまり組織イノベーショ

ンとは組織テクノロジーのイノベーションであ

る｡

ネオ ･シュンベータリアンは一時代の支配的

テクノロジー ･パラダイムを説明するのに ｢テ

クノ ･エコノミック ･パラダイム｣という概念

を使用 しているが (Ch.フリーマン 〔1989〕),

パラダイムの根底には社会的な組織テクノロ

ジーあるいは組織原理が存在すると考えれば,

B.Rosier/P.DockとS〔1987〕の言 うような ｢ソ
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図1:ソシオ･エコノミック･パラダイムの発展と合理化

シオ ･エコノミック ･パラダイム｣がより適切

な表現であるように思われる｡ そしてこのような観点

に立ったとき,図 1の直線的発展に見るような

資本主義経済の歴史における合理化への一般的

傾向は,固有の組織テクノロジーを基礎とする

ソシオ ･エコノミック ･パラダイムの変遷を抽

象 したところに成立するものであって,現実の合理化

は歴史的に非線形の発展をしていると想定でき

る (長期的には技術進歩それ自体が非線形であ

る)0以上の仮説は,技術進歩が組織原理を

変えるのか,それとも組織がそれに固有の技術

を発展させるのかという問題に対して後者の立

場をとるものである｡ こうして拙論は上記仮説

に基づいて,組織イノベーションとその組織テ

クノロジーに注目する｡ そしてこの組織テクノ

ロジーはそれ固有の設備テクノロジー,労働様式

,労使関係,社会関係および経営原理をとも

なう｡トヨテイズムをテーラー主義およびフォ

ー ド主義に並ぶ 20世紀資本主義経済におけ

る組織イノベーションであると位置づけるのは,こ

のような視点によるものである｡

Ⅱ TPSの組織原理青木昌彦 〔1989〕〔19

90〕は産業上 のコーディネー

ションの ｢Jモデル｣という表現のもとで, ト

ヨテイズムの合理的 ･一般的性格を理論化 し,

Jモデルをアメリカ的な,したがってテーラ

ー主義的なHモデルと根本的に異なるものとし

で性格づけている｡ すなわち,Jモデルの特

徴は,知識の共有を基礎とした作業者間の水平

的コ-ディーネーション,モティベーションと

昇進のための内部競争を刺激するランク ･ヒエラル

キー,そ して銀行による金融上のコントロールであ り,こうして経営者の決定は労働 者および銀行の

利害関係によって影響を受けることになる,と

(青木昌彦 〔1990〕)｡水平的コンデイネ

ーションとランク･ヒエラルキーに関する指摘

は,西欧企業の組織原理とJモデルを比較する

とき,適切な性格づけであるように思われるが,経営者が株

主の利益と従業員の利益の仲裁者である (青木昌彦 〔

1989〕),あるいはここにみる金融コントロ

ールという側面は受け入れ難いように思われる｡



トヨタ生産システムと労働

を示すことにしたい｡

すでによく知られているように,TPSの発

展を主導してきた二つの原理は,ジャス ト･イ

ン･タイム (JIT)生産 と自働化である｡ 豊田

喜一郎と豊田左吉に起源を持つこの二つの組織

理念は,前者が社会的 ･技術的分業の組織原理

を示すものであるとすれば,後者はシステム合

理化の様式を示 している｡ そして原価低減はこ

の二つの組織ベクトルの方向を示していると見

ることができるであろう｡

2.1 JIT生産

JITは,それ自体としてみれば,必要な部品

を必要なときに必要なだけ購入すればよいとい

う考えであり,生産システムが上流から下流ま

で JITの理念で組織されるならば,企業は在

庫なしに生産でき,したがって運転資金を節約

できる｡ こうして JITはマルクスの資本回転

論の観点から見ても,資本の回転速度を高め,

また生産の連続性を保証するために必要となる

在庫形成等の不生産的費用の削減を意味する革

新的な組織原理であるといえる｡

豊田喜一郎は,創成期の資金難からこのよう

な考えを持つようになったと伝えられているが

(トヨタ自動車 〔1978〕,大野耐- 〔1978〕,盟

田英二 〔1985〕),このことはマクロ経済的制約

によって強制されたように思われる｡もしアメ

リカ市場のように大量生産が可能ならば,規模

の経済によって単位生産物当りの生産費が低下

し,その結果として価格低下を実現 しつつ利益

の増加を期待することができるであろう｡ しか

し戦前および戟後直後の経済状態においては,

技術力の低水準は別にしても,狭隆な市場のゆ

えに,アメリカ的な大量生産は不可能であった｡

したがって,JIT生産は小 ･中規模生産の収益

化という目的を持っていたと考えられる｡ この

ような事情から,生産システムの近代化のため

に1950年にフォー ドのリバー ･ルージュ工場に

送られた使節団は,最新の工作機器や連続的生

産の考えなどに関心は示 してもフォー ド主義的

労働生産組織に関心を示さなかったのであろう
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(トヨタ自動車 〔1978〕)｡ トヨタは JITとい

う組織原理の上に生産労働組織の近代化を図ろ

うとしたのである｡ もちろん,JITの理念は実

現困難なものであり,周知のように試行錯誤の

後,大野耐-が後工程引き取 り原則とカンパン

方式によるスーパー ･マーケット方式を確立す

ることによって具体化されることになった｡さ

らに JITは, トヨタ社内のみではなく,部品

メーカーにまで拡大されて,上流から下流まで

の全生産システムの組織原理となっている (図

2-A-後出)｡

2.2 日働化

もう一つの基本理念である自働化 もまた,

JIT生産という組織イノベーションの重要な構

成要素である｡ 豊田左吉の考えに基づ く自働化

は,機械の作動中にアノマリーが発生 したとき,

機械が自動的に停止するような装置を機械に装

備することを意味した (トヨタ自動車 〔1978〕)｡

それは直接には,機械の故障が不良品を大量に

生みだすのを避け,原材料および生産時間の浪

費を避けようとするものであるといえるが,そ

れはまた同時に,労働力の節約を意味する｡ す

なわち,自働化は機械の多台数持ちおよび ｢省

人化｣と不可分である｡ もっとも,自動車製造

における異なった機械の多台数持ちは織機にお

けるような同一機械の多台数持ちとは技術的に

異なり,後者は結局,大野耐-の努力によって

製造工程順に異種機械をならべたU字ラインさ

らには連結U字ラインという工程レイアウトと,

作業員の多能工化という生産 ･労働組織の開発

によって実現された｡

このように,機械の自働化が労働力の節約を

もたらすものであるとしても,自働化が多能工

の養成によって始めて可能になるものである点

に留意すべきである｡ すなわち,このような自

働化は,テーラー主義的あるいはフォー ド主義

的な労使関係ならびに労働様式とは異なった労

使関係と労働様式を前提にしているのである｡

さらに,自働化と結びついた ｢省人化｣は,

単に多台数持ちを意味するのではなく,工程改
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善によって工数, したがって作業員の削減を狙

いとしている｡ 省人化が少人化とも表現されて

いるように,自働化の思想は,多台数持ち-多

能工化による生産性の上昇のみならず,工程-

作業員の削減によって生産性を上昇させようと

するものである｡

2.3 原価低減と生産至上主義的イデオロギー

以上から感 じ取れるように,この二つの組織

原理はもう一つ別の論理によって方向づけられ

ている｡ それが物的および人的資源のムダを徹

底的に排除することによって生産費を低下させ

ようとする原価低減の思想である｡ 大野耐-

〔1978〕は, トヨタ生産システムの構築によっ

て,気がついたときにそれが原価低減につな

がっていたと語っていたが,豊田喜一郎の思想

に見るようにJITそのものが原価低減の思想

を学んでいた｡実際,1975年に トヨタが教育用

に作成したテキス トは ｢原価低減のための トヨ

タ生産方式｣(トヨタ自動車 〔1975〕)と題され,

作業改善の焦点はムダの追放に当てられていた｡

これもトヨタが利益-売価一原価 という式に

よって強調するところであるが, トヨタの価格

決定は,これを信 じるならば,生産費にマーク

アップ率をかける管理価格ではなく,市場によ

る価格決定を前提 として原価低減-利潤増とい

う考えに支配されている｡ もちろん,競争的市

場論に示されるような価格決定は存在しないと

思われるのであるが, トヨタのこのような思想

が,製品価格の上昇に一定の抑制効果を及ぼし

たと考えることができる (Ch.Sautter〔1978〕)｡

さらに平準化生産という考え方も,このムダの

排除という思想からでてくる｡ すなわち,生産

量の変動は過剰設備能力や過剰人員の原因で

あって,このような過剰設備,過剰人員という

ムダを排除するには,生産量の変動を押さえ,

生産を平準化 しなければならない｡そしてその

ためには綿密な生産計画がなされている｡ いず

れにせよ, トヨタ生産システムの根底にある思

想は,あらゆる種類のムダ,すなわち在庫形態

でのムダや不生産的活動といったムダを排除し

て原価を低減し利益を増加しようということで

ある｡こうして トヨタのシステム改善の経済的

基準はムダの排除による原価低減であり,しか

もこのムダの排除は優れて労働に向けられてい

るように思われる｡

歴史的に見れば,テーラーの科学的管理と,

フォー ドの流れ作業は,労働時間中の不生産的

時間を短縮することによって生産時間を増加さ

せ,生産性の上昇と利潤増加を図ったものとい

える (M.Aglietta〔1974〕)｡テーラー主義に

おける動作 ･時間研究によるOnebestwayの

設定や,フォー ド主義における流れ作業と同様

に, しか しまった く異なった組織原理の上で

TPSは不生産的活動を, したがって不生産的

労働時間を可能なかぎり排除し,労働力を最大

限に活用しようとするものである｡ さらに生産

的労働とは, トヨタにおいては実際に付加価値

を生産する活動である｡生産的労働をめぐる経

済学論争とは異なって,現場における生産的労

働の概念は非常に限定されたもの,いわばもの

を作る労働こそを富の源泉とする古典派的な概

念であるが,しかしそれは単なる解釈の問題で

はなく,生産性の上昇という目的によって規定

された実践的な概念なのである｡ このような労

働の合理化は生産性向上を,したがって効率の

上昇を目的としたものであり,労働側から見れ

ば極端な労働強化を意味する｡JIT生産と自働

化の発展はこのような経済計算と生産至上主義

的イデオロギーによって導かれてきたのである｡

ただし,先に見たように,このTPSにおける

労働の合理化はテーラー主義やフォー ド主義と

は異なった組織原理のもとで,しかも異なった

方向でなされている｡

こうしてJITと自働化の思想は,もちろん

多品種小量生産であるかどうかとは直接関連し

ないが,JITと自働化という二つの組織原理に

よって形成された トヨタ生産システムはその組

織原理からして多品種小量生産にもっとも適合

的な生産システムとして発展 したのである｡ 以

下では情報化という文脈のなかで,情報システ

ムとしてのTPSの特徴 と,このシステム内に
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おける労働の性格をみることにしよう｡

Ⅲ トヨタ生産 システムと

プログラム化された労働

トヨタ生産システム (TPS)の技術的側面

は,システム形成の中心になった大野耐-

〔1978〕,また トヨタにおいて IE教育を長期

にわたって行なった新郷重男 〔1978〕〔1980〕,

そしてトヨタ生産システムを科学的に分析 し,

また平易に解説した門田安弘 〔1985〕〔1986〕,

大野耐一 ･門田安弘編 〔1983〕,『工場管理』
1991年5月号等に詳しい｡ここで一般的なシス

テム構築の子細に入る必要はないであろう｡ 本

節で問うべきことは,技術体系と労働との関係

としての労働 ･生産システム,すなわち組織テ

クノロジーであり,またこのシステムにおける

労働である｡ しかも,これらの問題を情報シス

テムの観点から考えてみる｡

3.1 組織原則と労働

TPSにおける技術的社会的分業の組織原理

は後工程引取を原則とするスーパーマーケット

方式であるとされているが,その基礎には ｢一

個流れの生産と運搬｣という考えがあり,これ

が独自の工場レイアウトを生みだしている｡ す

なわち,規模の経済を利用するロット生産とい

う部品生産のグループ ･テクノロジーを原則と

して排除し,後工程引取原則にもとづ く ｢一個

流れの生産と運搬｣を実現するために作業工程

順に編成され,また工程間を同期化した労働 ･

生産組織である｡もちろん,プレス,エンジン

組立,あるいは部品供給などでは小ロット生産

が行われているが,この場合も ｢一個流れの生

産と運搬｣原則に準拠 している｡ この作業工程

順の生産労働編成は,従来の作業そのものを分

解 ･単純化 し,作業順に工程レイアウトを行 う

ものであり,かの有名なU字ラインや,その発

展形態である連結U字ラインに代表される｡

他方,このような生産労働組織における労働

についてみれば,従来の熟練作業は解体 ･単純

化され,各作業員は複数の要素作業を遂行 (硯
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行では5-6の作業)し,またサイクル ･タイ

ムの変動に応じて作業員数が調整され,各作業

員の作業数も変動する (従って労働負荷は変化

しない)｡このことは,労働者が多能工である

ということを意味するが,しかし田中博秀 〔198

2b〕が面接調査の結果を ｢空洞化する伝統的熟

練-ワーカーからオペレーターへ｣という見出

しで紹介 しているように,TPSにおける多能

性は伝統的熟練あるいは職人的労働者の多能性

･多機能性ではなく,単純化 ･細分化された諸

作業を数多く遂行できるということでしかない｡

したがって,この点に限ってみれば,フォー ド

主義的労働者が一つの単純労働のみを行うとす

れば, トヨテイズム的労働者はは複数の単純労

働を行うというにすぎず,レイバー ･インリッ

チメントを意味するものであるとはいえないで

あろう｡しかしながら製品の差別化 ･多様化に

よる多品種小量生産という文脈のなかでは, ト

ヨテイズム的多能工にはこのような量的比較で

考えられるものとは異なった能力が必要である

(3.3)｡

TPSにおける労働を問うとき, もう一つの

重要な問題は ｢自働化｣の思想である｡ ｢自働

化｣という考えが ｢少人化｣に結び付いている

ことはすでに述べた｡｢自働化｣は,労働 との

かかわ りにおいてみれば労働時間中の不生産的

労働時間を短縮し,生産時間に転化することに

よって,労働力と賃金コストを低下させつつ生

産性を上昇させることを目的としている｡ U字

ラインや連結U字ラインというフレクシブルな

労働過程は,需要変動による生産量の変動,し

たがってサイクル ･タイムの変動に対 して労働

者数を調整しつつ個々の労働者の負荷を一定に

維持することから (作業負荷を変化させること

もできる),生産量の変動に応 じて労働コス ト

を調整するという結果になる｡ このようなシス

テムでは,生産量の低下したラインから排除さ

れた労働者は,繁忙なラインあるいは工場-の

応援という形態で,全社的に労働配分が調整さ

れる｡ いわば,TPSのフレクシビリティーは

独自の生産ラインと多能工化,および最小限の
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従業員数の社内における労働移動のフレクシビ

リティーによって得られるものであろう｡ この

ようであれば,このシステムにとっては多能工

化と同様に内部労働移動のフレクシビリティー

が必要条件である｡

さらに,ムダの排除の思想から生まれる ｢工

数低減｣-｢少人化｣の努力は, トヨタの労働を

きわめて密度の濃いものにする｡ 端的に,少人

化とは労働強化であるといえるが,ここからト

ヨタにおける労働 を単に ｢現代の苦患労働｣

(小山陽一他 〔1985〕)とのみ捉えるのは重要な

一点を見誤るものである｡

まず確認してお くべきことは,自働化と工数

低減による少人化は,一般的な資本労働代替と

は異なる労働の合理化の方法であるという点で

ある｡すなわち工数低減は,同一の作業内容を

より少ない労働力によって遂行 しうる様に工程

および作業様式を再編成することによって行わ

れる｡ それは単純な資本労動代替,あるいは

フォー ド主義における ｢機械化原理｣(M.Agl-

ietta〔1974〕)とは異なって,大規模な設備投

資をすることもなく,生産労働組織を再編成す

ることによって労働効率ならびに生産性を上昇

させるのである｡ このような労働の合理化は,

巨大な設備投資を必要とするがゆえに大企業の

みがなしうるような資本労働代替によるフォー

ド主義的合理化と異なって,規模の大小を問わ

ず,また資金力の大小を問わず遂行しうる労働

の合理化であって,フォー ド主義的組織原理よ

りもより普遍的である｡ このかぎりで見れば,

工数低減-少人化は経済的な合理化であって非

難されるべきものではないであろう｡

ただし,この少人化が極端な労働強化,ある

いは労働者の過度の精神的 ･肉体的疲労を生み

だすものであるとすれば,それは少人化そのも

のから生じるというよりも,効率至上主義,あ

るいはむしろ生産至上主義的経営方針から生じ

るのである｡ すなわち,｢労働者を働かせない

のは罪である｣とか,｢汗を流す労働を尊ぶ｣

という経営陣の労働観であり,結局は,労働強

化による生産性上昇が労働時間の短縮に結実す

ることなく,疲労の蓄積をもたらすのみ (もっ

とも賃金は増加するが)であるという,労働者

の人間性を軽視 した生産至上主義的労働管理が

問題である (このような労務管理は,労働者自

身が生活水準の向上のために可能なかぎり働 く

という状況であれば有効であろうが,生活水準

が一定のレベルに達し,労働者が自分自身の生

活を充実させようという時代には受容 しえない

ものになるであろう)｡

いずれにせよTPSにおける生産と労働のフ

レキシビリティーは基本的にはこの生産労働組

織から生まれる｡ 後工程引取,｢一個流れ｣お

よび同期化を原則とした工程レイアウトと,伝

統的熟練の解体の上に成立する作業員の多能性

･多機能性が,生産 と労働のフククシビリ

ティーを保証するのである｡

3.2 独自の情報システムとしてのTPS

ジャス ト･イン･タイム制 (JIT)と自働化

という二大原理によって組織されたTPSは俗

にカンパン･システムとも呼ばれているが,塞

本的にカンパン･システムは後工程引取原則に

基づ くJIT生産を実現するための手段であ り

(大野耐-),カンパンが部品供給情報および

生産指示情報の媒体として作業場間,業者間を

流通することによって生産が組織されるという

点で,カンパン情報こそが生産の組織者である

とみなせる｡ このようなカンパン情報による生

産の組織というTPSの特徴は,図2-AのTPS

における情報とものの流通様式と,図 2-Bの

ようなネオ ･テーラー主義と呼べる中央集権的

な情報システムにおける情報とものの流通様式

とを比べるとき,TPSがまったく独自な情報

システムであることが分かる｡

まず,TPSにおいては基本的に生産指示は,

車体工場のボディ･ラインの始点に伝達されれ

ばよく,それ以後は車体がボディ,塗装,組立

の各工程を流れることによって各工程に対する

生産指示になり,各工程に繋がったプレス,エ

ンジン組立等の工程および部品供給業者-の生

産指示はカンパン情報の流通によって行われる｡
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図2-A:情報システムとしてのTPS

図2-B:中央集権的情報システム

:MRPタイプあるいはネオ･テーラー主義▼ノ

/ /メ生産工程部品供給業者注)図中の実線はものの流れを､点線は情報の流れ
を示すC同様の詳しい比較は 『工場管理』

1991年5月号に見られる

O実際にはあらかじめ生産計画が作成 ･伝達さ

れてお り,カンパ ンによる生産指示は旬間オー

ダーの日々の微調整の役割を演 じるのであるが

,生産がカンパンによってコントロールされて

いることに変わ りはない｡さらに自働化および

ロボット化の進展は,コンビュタ一による工程

管理およびロボット制御を発展させるが,しか

し自動ラインやロボットの稼働は,基本的には

JITの原則に従っていると思われる (リミット

･スイッチによる生産コントロールは小ロット

生産 ･後工程引取原則に基づ く)｡図2-A中

の実線はものの流れを,点線は情報の流れを示

したものであるが,このものの流れには ｢引取

カンパン｣がついており,後工程は前工程に部

品を引取に行 くときに ｢引取カンパン｣を持っ

て行き,引き取った部品にこのカンパンを付け

て自工程に戻る｡ また組立 ラインでは,ボディ

ーの

フロントに車種 ･車型 ･部品に関する情報を記 した紙が貼られ,これが機械加工工程におけ 2

5る ｢生産指示カンパン｣と同じ機能を果たし

ている｡経済的イメージとして言えば,カンパ

ンは商品流通における貨幣-価値記号 と同じ機

能を果たしているが,貨幣と異なるのは情

報の流れとものの流れが分離することもなく,

また情報の ｢冗長性｣が存在しないことであ

る｡これに対 してネオ ･テーラー主義タイプ

の中央集権的情報システムでは,中央のコンビ

ュタ-が直接に各工程および部品供給業者に生

産および供給指示を送 り,各工程,各供給業者

はコンピューターの指示にしたがって生産活動

を行う｡そしてMRPの場合では,各工程内の生

産には一定の生産期間が与えら,この期間中に

指示された生産量を実現すればよく,この

場合,各工程の生産がどのように組織される

かは原則として問題 にな らない｡言 ってみれば

コンピューターが諸工程を統合 し管理すること

によって計画された生産を実現

するのである｡ したがって経済的イメージとし

ては中央集権的計画経済と同じ情報流通である

｡ところで上記のようなTPSにおける情報

流通は,それ自体が情報の生産活動である労働

者の生産活動によって実現される｡ すなわち作

業は同時に部品の消費過程であり,一定量の部

品消費が一定枚数のカンパン情報となり,前工

程に送られて生産指示情報となる｡ カンパンと

いう情報媒体のユニークさだけでなく,生産活

動そのものが情報の生産と流通を担っていると

いう点で,しかも物の生産 ･流通と情報の流通

がカンパンを媒介に,そして異常の出現が ｢あ

んどん｣情報等によって,情報とものが,情報

と活動が一対一で対応するところから情報の ｢

冗長性｣

が存在 しないという点で,ユニークでしかも効

率的な情報システムを作 り上げているといえる

｡このシステムにおいて ｢ものの流れ｣とは,

情報の流れに等 しい｡そして在庫は情報の滞留

を意味するのであって,TPSにおける ｢流れ

｣の観点からのみ考えれば,在庫ゼロが理想と
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セージが完全に伝達され理解されるためには情

報に一定の ｢冗長性｣を持たせる必要がある｡

しか し,労働の組織あるいは職務に関する情報

に関しては ｢冗長性｣はかえって混乱を生み,

効率性を損なう｡ したがってこの場合,情報そ

れ自体が完全であることを前提 してのことであ

るが,｢冗長性｣は少なければ少ないほど効率

が高 くなると考えられる｡ この点から言えば,

労働 ･生産システム内を流通する情報は,｢冗

長性｣がゼロであることが望ましい｡そ して

TPSは情報 システムという観点から見ても経

済的で効率的なサイバネティックス ･システム

であると考えることができる｡

3.3 サイバネティックス装置としての労働

このように考えてくると,このシステム内の

労働様式は独特の意味を帯びる｡ 多品種小量生

産あるいは混流ラインを特徴 とするTPSでは,

-モデルの基本車型は量販車の場合で250-300

にもなり,しかもラインには月に一台 くらいし

か売れない車種 も流れる｡ このことは,3.1で

見たような作業の単純化と部品の標準化 ･共通

化が進められたとしても,組み付け部品の多様

化をもたらし,しかもライン･スピー ドは量販

車ではサイクル ･タイムが一分前後となり,き

わめて速い作業速度が要求される｡ 今 日,新入

社員が一人前の作業員になるには最低 1か月,

長ければ3か月を要すると言われているが,そ

の原因はこの作業の複雑さにある｡ 逆に言えば,

このような労働現場においては伝統的熟練は通

用しないのであり,個々の作業は単純化され空

洞化されてはいるが,作業員には伝統的熟練工

やフォー ド主義的労働者とは異なった知的能力

が要求される｡ もっとも,この知的能力は,忠

考力ではなく,記号の解読力 ･判断力である｡

この点を少 し詳しくみておこう｡

最終組立ラインの場合,作業員はボディーの

フロントに貼られた紙 (カンパンの一種)に記

された部品情報をみながら,ポス トの周囲に配

置されている部品から必要な部品を選び出し,

これを組みつける｡ この労働で要求される能力

は,部品情報-記号に対する迅速な反応である｡

ここで要求される知的能力とは解読 ･判断力で

あるが,そのスピー ドを考慮するならば,理想

は,この情報解読 ･反応という作業がパブロフ

の条件反射の様に遂行されることであろう｡ そ

のような意味で, トヨテイズム的労働を ｢プロ

グラム化された労働｣と呼ぶことができよう｡

そして作業員の多能性とは,多数の記号を瞬時

に判読 し職務を遂行する能力,あるいは記号情

報に対するフィー ドバック回路を複数もってい

るとい うことになる｡ さ らに, この ような

フィー ドバック回路の設定や増設は,パブロフ

の犬のように,OJTやジ ョブ ･ローテーショ

ンによる以外 にはないであろ う｡ 田中博秀

〔1982b〕がこのような労働者の姿を,｢ワー

ク-からオペレーターへ｣とい言葉で表現 した

ものの内実はこれであろう｡ しか し確認 してお

けば, トヨテ イズムにおける労働様式 は,

フォーディズムにおける労働様式とは次元を異

にする｡ フォー ド主義的労働様式においては労

働は単純な ｢エネルギー的労働｣(J.アタリ

〔1983〕)であるにすぎないが, トヨテイズム

的労働様式は記号の処理を不可欠としているの

である｡

先にはTPSの情報システムを独自のサイバ

ネティックス ･システムと位置づけたのである

が,この観点から言えば,労働 もまたサイバネ

ティックス ･システム内の一装置として組み込

まれているといえる｡さらに,自働化の思想は

作業員にも適用されている｡ すなわち,異常の

発生時にはラインをストップさせて問題を解決

するように指導されている｡ この点を考慮すれ

ば,作業員自身が レギュラシオン ･フィー ド

バ ックを備えたサイバネティックス装置である

といえよう｡ このようにTPSにおける労働は,

単に付加価値生産 という役割 (純粋なエネル

ギー労働)のみではなく,生産活動が同時に情

報の受信,情報の生産および伝達を担うととも

にレギュラシオン･フィー ドバ ックを遂行する

ものとして,システムの原動力をなしているの

である｡
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システム内におけるこのような労働の重要な

位置は,後に述べるように,労使関係および人

事管理の重要な規定要因になる｡ なぜなら,こ

のような情報システムにおける ｢雑音｣の発生

原因は,主に人間であると見倣せるからである｡

ここで ｢雑音｣とは,コミュニケーションの過

程に介入してメッセージを混乱させる ｢雑音｣

であり,生産システムで言えば,欠陥部品,荏

庫およびカンパン情報の滞留を生みだす職務怠

悼,ターン･オーバーやアブソンテイズム等の

労働者の消極的 ･積極的抵抗である｡ フォー ド

主義的生産システムを含めて従来の生産システ

ムにおいては,バ ッファーとしての在庫を持つ

ことによって欠陥部品に対処できたが,労働者

の消極的 ･積極的抵抗に対しては現場管理者あ

るいは私兵を使った権威主義的労務管理 (D.

Pignon/∫.Querzola〔1973〕),欠勤による操

業率の低下に備えた過剰従業員の雇用,さらに

は機械化によって対抗 してきた (D.M.ゴー ド

ン/ R.ライク/M.エ ドワー ド 〔1990〕)｡い

わば,一般的な情報理論のようにシステム内の

｢冗長性｣を増大させることによって ｢雑音｣

に対抗 してきたのである｡ ところが,TPSは

原則的に ｢冗長性｣を排除する｡ したがって,

TPSは ｢雑音｣の発生に対 してきわめて脆い

といえる｡ その一例が日本坂事故による生産停

止であが,このような不慮の事故に対 しては一

定最小限の在庫を持つことによって対処できる｡

他方,バ ッファーをもたないTPSの場合,欠

陥部品という ｢雑音｣に対しては現場における

徹底的な教育がなされているが,それは逆にい

えばこのような労働への従業員の側からの積極

的な参加なしには維持 しえないものであろう｡

すなわち,従業員や部品メーカーから発生する

｢雑音｣を防ぐには,労働者の企業忠誠心や部

品メーカーの ｢協力｣,生産と企業戦略に対す

る労働者と部品メーカーの参加が必要になる｡

トヨタが従業員や部品メーカーに対 して厳 しい

管理を行うと共に,温情主義的な扱いをし,ま

た ｢手間ひまかけた ドロくさい労務管理｣を

行っているのも (野村正賓 〔1989〕),このよう
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なシステム上の特性から生まれてくると考えら

れる｡それは古典的な家族主義的労務管理と考

えるよりも,このようなフレクシーブルで効率

的ではあるが ｢雑音｣に弱いシステムの特性に

根拠をもつと考えられる｡

3.4 プログラム化された労働

ところで現場の作業はいかに編成されている

のであろうか｡労働を考えるとき,この間題を

避けて通ることはできないであろう｡ テーラー

主義の科学的管理法は工場全体を管理する ｢計

画部｣(日本でいえば生産技術部と生産管理部

を含んだ部局か ?)がストップウオッチによっ

て労働者の作業を計画し,この時間動作分析を

もとにonbestwayという標準時間と標準作業

量を確定 し,これを労働者に強制 した｡テー

ラー主義における最良の労働者とは,この指示

された作業基準を忠実に遂行 しうる労働者で

あった｡では トヨタにおける作業編成はいかに,

そして誰が行なっているのであろうか｡

トヨタでは標準作業をJIT生産におけるも

のの作 り方および管理の仕方の基本であると位

置づけている｡ 標準作業それ自体は,効率的な

生産を遂行するためにものと機械と人をもっと

も効果的に組み合わせて集約 したものであるが,

この作業の標準化が重視されるのは,これが作

業のムダ,すなわち不生産的労働を排除してよ

い品質のものを安 く作る手段であると共に,作

業の標準化によって工程改善の可能性がうまれ

るからである (｢標準のないところには改善は

ない｣)｡

この標準作業は三つの要素からなっている｡

すなわちタクト･タイム,作業順序および標準

手持ちである｡ タクト･タイムとは,一台分あ

るいは部品一個を製造する時間であって,直の

稼働時間を直当たりの生産必要数で割ったもの

で,このタクト･タイムにしたがって-人当た

りの作業量が決められる｡ 作業順序は,例えば

部品加工の場合,労働者が材料を取 りにいって

から加工を終了するまでの作業順序であって,

この作業順序の決定は,個々の工程の加工能力
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を測定した工程別能力表をもとにした標準作業

組み合わせ票による作業組み合わせによって行

なわれる｡ そして標準手持ちは,工程内の仕掛

かり品の数である｡ この標準作業の具体的な作

成方法は門田安弘 〔1986〕などに詳 しく説明さ

れているが,われわれの関心はテーラー主義と

の関係で,この標準作業を誰がどのようにして

決定するのかということである｡

まずテーラー主義の時間動作分析は, トヨタ

の標準作業の基礎になっている｡ 標準作業を作

成するためには,作業に要する時間を知る必要

があり,そのために作業内容を分析単位に分解

したうえで,その要素作業の一つ一つの時間計

測をする｡ こうして例えば工程別能力表におい

て各工程の手作業時間と機械の自動送時間から

なる完成時間と,刃具の交換個数を考慮 した交

換時間が規定される｡ 次に,この工程別能力表

とタクト･タイムを基準に,タクト･タイム内

での作業の配分が行なわれ,各作業員の作業負

荷 (担当工程数)および作業服が決定される

(この場合,最短の歩行時間も実測され,標準

作業の合計時間に組み入れられる)｡それをグ

ラフで示したものが標準作業組み合わせ票であ

る｡ 基本的には標準作業はこの組み合わせ票に

示されているが,さらに作業の指導員 (原則と

して監督者)が作業員 (｢技能員｣)に標準作業

を指導するための作業指導書が作られ,さらに

監督者が標準作業を目で見て管理できるように

標準作業票が作られ,工程やラインの初工程の

位置に掲示されている｡こうして作業員は,与

えられた作業服と作業時間に従って作業を遂行

するのである｡

この標準作業は, トヨタの場合,班長の作業

手順に基づいて監督者である両直の組長が作成

する (野村正賓 〔1991〕)｡組長自体,現場から

昇格した労働者であり,現場における仕事の知

識を持っており,指導に当たっては作成 した標

準作業を監督者自身 (標準作業の作成に協力し

た班長であろう)が部下の前で実行できるもの

でなければならない｡さらに, トヨタの主張を

信じれば,組長が作成した標準作業がそのまま

現場従業員に押 しつけられるということもない

ようである｡ つまり,標準作業の決定に関して

監督者は,標準作業の作成,その標準作業につ

いて部下全員に問題点を提案させる,提案され

た問題点を改善する,そして標準作業を改定 ･

決定するという手続きを取るように指導されて

いる｡ 標準作業が守られない場合には,誰にで

も守られる標準作業に改善していくように指導

されている｡ このような標準作業決定手続きの

目的は,標準作業の作成と改善活動に ｢技能員

一人一人が主体性をもって参画する｣ようにす

ることであるとされている｡ したがって以上の

手続きが取られているとするならば,標準作業

の決定方法は,テーラー主義と同じように綿密

な時間動作研究を基礎としているとはいえ,そ

の決定にはテーラー主義の企画部というテクノ

クラー トの権威主義的な命令と比べれば,現場

重視の民主主義な決走法であるといえる｡ とは

いえ,この職場民主主義も,労働の速度が結局

は生産量を基準としたタクト･タイムによって

決定されるように,また厳密な原価管理によっ

て標準作業の改善がコントロールされているよ

うに,与えられた目標を遂行するうえでの作業

編成上の限定された民主主義にとどまる｡

以上のように,TPSにおける労働は標準作

業によってプログラム化されている｡ 結果とし

てみれば,作業員は標準作業としてプログラム

された作業順序,作業時間で職務を遂行するの

である｡ そしてこのようなプログラム化された

労働が,前項で述べたサイバネティックス装置

としての労働の内実である｡ プログラム化され

た労働は,多能性と多機能性を備えたものであ

るにしても単調で機械的な作業の組み合わせで

あって,それ自体はレイバー ･インリッチメン

トや労働の人間化とは無縁である｡ このプログ

ラム化された労働がテーラー主義やフォー ド主

義の労働と異なる点は,多能性と言うことを別

にしてのことであるが,この労働様式がテクノ

クラー トによって押 しつけられたものではなく,

現場労働者自身がこのプログラム化に参画して

いるという点にある｡
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3.5 プログラム化された労働 と ｢知的熟練｣

仮説

ところで,小池和男の一連の研究が主張 して

いる ｢知的熟練｣仮説 (小池和男 〔1991〕)と

プログラム化された労働 とはいかなる関連を持

つのであろうか｡このプログラム化された労働

という考えは現場の労働様式にかかわるもので

あって,このことによっては ｢知的熟練｣仮説

は否定されない｡あるいは小池の ｢ふだんの作

業｣と ｢ふだんとちがった作業｣という区別に

従えば,｢ふだんの作業｣をプログラム化され

た労働と規定 しているのである｡

小池は,日本の職場の効率は知的熟練にあり,

これがブルーカラーの賃金のホワイトカラー化

の根拠であると見倣 している｡ この知的熟練は,

小池の言う ｢幅ひろいOJT｣,すなわち広い範

囲でのジョブ ･ローテーションあるいは保全作

業への参加,ならびに短期の Off-JTによっ

て形成される生産の流れや仕組みに対する労働

者の経験的知識を意味する｡ この知的熟練は,

小池自身の語るように ｢ふだんの作業｣におい

て要求されるものではな く,｢ふだんとちがっ

た作業｣,すなわち ｢異常-の対応｣を行いう

る能力である｡ もっとも日常の作業においては,

異常-｢雑音｣の発生によって頻繁にラインが

ス トップし,｢異常への対応｣が必要 とされる｡

伝統的生産労働組織に対するTPSの特徴はこ

の点でもはっきりしている｡小池はこれを分離

方式 (-テーラー主義的労働組織)と統合方式

(ニ トヨテイズム的労働組織)という表現で区

別しているが,要は,現場労働者が異常の発生

に対応する能力を持つだけでなく,異常を解決

するように教育されていることである｡ トヨタ

における最初の新人教育は,問題が発生 したと

きにはただちにラインを止めることであるが,

これは不良品の生産を防 ぐとともに,現場にお

いて問題を追及 し解決するという姿勢の現われ

でもある｡ このような ｢知的熟練｣の重視は,

現場のことは現場がもっとよく知っているとい

う一般的理由だけでなく,TPSそのものが現場

から生まれ現場で発展 してきただけに, トヨタ
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においてはとりわけ強いように思われる｡ さら

に ｢知的熟練｣は日常的作業における異常-の

対応のみではなく,QCサークルや提案制度を

通じた改善活動においても発揮される｡加護野

忠男 〔1988〕のいう ｢革新の大衆化｣仮説は,

この知的熟練による改善活動を指すのであり,

基本的には現場労働者の改善活動が生産システ

ムの発展に寄与 した点を評価したものである｡

もっとも,このような ｢知的熟練｣に肯定的

評価を与えたとしても,このことによってプロ

グラム化された労働という性格が否定されるわ

けではない｡野村正賓 〔1991〕が小池和男の

｢熟練｣概念を批判 して,日本的熟練が ドイツ

的熟練 とはまったく概念のことなるものである

ことを強調 し, トヨテイズム的労働者を ｢半熟

練的多能工｣と規定 しているのも,このプログ

ラム化された労働という無味乾燥な労働様式,

初歩的なサイバネティックス装置のような労働

を強く意識 してのことである｡ 実際,異常管理

あるいは改善活動を除けば,労働者の知的労働

のレベルは記号に対する条件反射のレベルで足

りる,いや,ラインのスピー ドを考慮するなら

ば,そうでなければならないのであろう｡ そし

て日本の職場の効率,あるいは高い生産性は,

小池のいう知的熟練よりも,このようなプログ

ラム化された労働に源泉を持つものだと思われ

る｡ いわゆるジョブ ･ローテーションは,単に

多能工化を進めるというだけでなく,このよう

な単調なプログラム化された労働の連続性が注

意力の喪失につながるがゆえに,変化をもたら

すことによって労働者の注意力を維持するとい

う意味でも重要なのであろう｡

トヨテイズム的労働はこのような二面性を

持っている｡ 少なくともトヨタの労務管理は,

小池のような ｢知的熟練｣仮説だけでは説明し

えないように思われる｡この点を次節において

見ておこう｡

Ⅳ 賃労働関係のミクロ ･レギュラシオン

長時間のプログラム化された労働によってい

わゆる ｢過密労働｣を課されているトヨタの労
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働者の不満はとくに ｢人手不足｣,｢時間外労働

･休 日出勤｣,長時間労働に向けられている｡

また疲労に関しては自動車産業全体の傾向であ

るが,慢性的疲労を感 じる労働者が増加 してお

り,しかもその原因は主に長時間労働と過密労

働である｡ 他方,賃金に関しては トヨタの労働

者は60%以上が相対的には高賃金であると考え

ているが,しかし男性労働者の6割以上が賃金

に不満をもっているように (不満は女性労働者

の方がもちろん大 きい),自分の賃金が仕事量

に比べて高いとは考えていないようである (佐

藤静香 〔1991〕)｡ しか し小山陽一その他 〔198

5〕が指摘するように,入社以後 5年間に離職

する青年労働者が多いのも事実 (トヨタだけに

限られない)であるが,この期間を越えた労働

者には全体として企業忠誠心が高い (転職をも

考えながら結局は退職まで就業する)｡さらに

小山陽一他 〔1985〕は トヨタにおける労働は

｢現代の苦患労働｣であるとしながら,それに

もかかわらず トヨタの労働者が仕事に張 り合い

を感 じているという｡｢過労死｣をひき起こし

かねない長時間 ･超過密労働にもかかわらず,

ではなぜ労働者は強い企業患誠心をもつのか｡

その原因は仕事とそれ自体に対する興味という

よりも,主に高賃金および企業内福利による生

活の安定 と, トヨタのフォーマルおよびイン

フォーマル ･グループを通じた人間関係諸活動

にあると考えられるし,これが実相にもっとも

近い解釈ではないかと思われる｡ このように考

えて始めて,一般的な賃金水準の上昇と世代交

代による若年労働者の意識の変化が労働力不足

を生み, トヨタに生産システムのある意味での

｢人間化｣を余儀なくさせている理由が理解で

きるように思われる｡ よって以下では,TPS

の原動力となる労働者に対する管理,あるいは

労働者参加へのインセンティブ,すなわち賃労

働関係のミクロ ･レギュラシオンを見ておくこ

とにしよう｡

4.1 労使協調路線

戦後の トヨタの労使関係を決定づけたものは

1950-53年の労働争議と1962年の労使宣言であ

る｡1950年争議は, ドッジ ･ライン不況による

トヨタの経営危機時に,銀行に融資を斡旋 した

日銀名古屋支店が中心となって作成した会社再

建策に示された1600人の首切 りと賃金カットに

対する反対闘争であった｡3カ月に及ぶ大争議

の後,組合側は敗北して人員整理を受け入れ,

結局,2146名が退職したが,同時に豊田喜一郎

社長も責任をとって辞職している｡ この大争議

の後もトヨタ労組の戦闘力は維持され,全自動

における3者共闘を中軸に,経済闘争および政

治闘争が続 くが, トヨタの労使関係は,1953年

に転換する｡ この転換には ｢総評内でもっとも

戦闘的な単一組合｣に手を焼いた会社側が,一

方で ｢ノーワーク･ノーペイ｣の原則を確立し,

他方でもともと企業忠誠心の高い養成工出身者

のインフォーマル ･グループである豊養会を組

織 し,これを通じて労働組合の方針転換を図っ

た (田中博秀 〔1982a〕)｡結局,1954年 3月の

執行部選挙において労使協調派が勝ち,それ以

徳,労使協調路線が定着する｡ もっとも野村正

賓 〔1989〕〔1991〕は,労組の方針転換に寄与

した要因として以下の三点を指摘 している｡ す

なわち,会社による組合活動からの引き抜き昇

進人事,かつての組合役員が会社側の第一線と

して組合員に立ち向かったこと,そしてホワイ

ト･カラーが昇進期待の高まりによって組合活

動に消極的になったことである｡ 会社側はその

後も人事部を通じて各種のインフォーマル ･グ

ループ (班長会,組長会,県人会,高卒会や大

学卒の会, レクリエーションやスポーツの会

等)を利用 して会社方針の浸透を図ってい く

(田中博秀 〔1982a〕)｡ トヨタにおいて人間関

係活動が重視されるのも,このような経緯から

であろう (野村正賓 〔1989〕)｡いずれにせよこ

の1954年を契機に労使協調路線が定着し,会社

による従業員の直接管理が進むのであるが,そ

の背景にトヨタ労組の体制内化があったわけで

ある (1974年まで労働協約が存在 しなかったの

もそれが原因であろう)｡

1954年に生まれた労使協調路線は,1962年の



トヨタ生産システムと労働

｢労使宣言｣で再確認される｡ 宣言の基本的理

念は,(1) 労使が協力 して自動車産業の興隆に

寄与 し,これを通 じて日本経済の発展に寄与す

る,(2) 労使関係は相互信頼を基盤とする,(3)

生産性の向上を通 じて企業の繁栄 と,労働条件

の維持改善を図ることであるとされ,これを基

礎に,品質性能の向上,原価低減,量産体制の

確立を目指すとされている｡ こうして企業は経

営者と従業員の共同体 と見倣され,企業に利潤

を,労働者には生活水準の向上を保証する生産

性の上昇を実現するために,労使双方が相互信

頼を前提に協力しあうというものである｡もち

ろんこのような生産至上主義的労使協調路線は,

会社側の決定のもつ絶対的性格を承認するもの

であると共に,それはまた同時に, トヨタの労

使関係における一定の温情主義的かつ平等主義

的な従業員管理の制度的枠組みをなしている｡

4.2 賃金制度とランク ･ヒエラルキー

トヨタの賃金制度とランクヒエラルキーにつ

いては,野村正賓 〔1988a〕〔1988b〕〔1991〕

が内部調査に基づいた詳 しい分析を行なってい

る｡ 彼は,生産性上昇- と労働者を刺激する ト

ヨタに独自な賃金システムを明らかにすると同

時に,労働者を労働組合以上に会社に親密感を

抱かせる各種の ｢人間関係諸活動｣の重要性を

明確にした｡この野村の調査研究および外部調

査に基づ く小山陽一編 〔1985〕の研究によって

トヨタにおける労使関係が明らかにされたと見

てよいであろう｡ この節でのわれわれの関心は,

労働者にインセンティブを与える制度的要因と

しての賃金とランク ･ヒエラルキーである｡ 青

木昌彦 〔1989〕以来,日本的産業モデルにおい

ては内部昇進制に基づ くランク ･ヒエラルキー

が昇進をめぐる労働者間の競争を引き起こすが

ゆえに,ランク ･ヒエラルキーが労働者にイン

センティブを与える制度であると考えられるよ

うになった (伊丹敏之他 〔1988〕)｡ところで,

トヨタに関するかぎり,賃金決定はこのランク

･ヒエラルキーと不可分である｡ しか もトヨタ

の賃金決定には集団主義 と個人主義,平等主義
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と差別化が微妙に調合されている｡

まず トヨタの賃金決定様式は,詳 しくは野村

正賓 〔1988a〕〔1991〕に示されているが,基

本的には賃金-基本給十生産手当+基準外賃金

であ り,1980年代中頃では,基本給が30%程度,

生産手当てが40%程度,残業手当て等の基準外

賃金30%程度という割合になっていた｡また超

過勤務手当ては基準賃金を,一時金は主に基本

給 と生産手当をベースとして計算される｡ われ

われの関心から注目する賃金の構成部分は基本

給 と生産手当てである｡

生産手当ての計算は野村が明らかにしている

ように非常に複雑であるが,その意味は, トヨ

タの現場重視,すなわち現場の生産性上昇の重

視であ り,この生産性の上昇を生産手当に反映

させることによって,従業員の関心を現場の生

産性向上に向けようとするものである｡ 野村

〔1989〕は生産手当ての意義 として以下の4点

を挙げている｡(1) 生産性向上の努力を賃金に

反映させている,(2) 生産性向上に対する トヨ

タの執念の表現である,(3) 生産手当ては現場

監督の管理手段 となっている (支給率は現場監

督者のみに伝えられ一般労働者には伝えられな

い),(4) 直接部門重視の賃金決定様式である｡

以上に,生産手当ての計算方法にみられるよう

に,(5) 労働者の集合的生産力およびそれを効

率的に実現するためのチーム ･ワークの重視を

加えることができよう｡

もっとも,この生産手当ては,基本給に能率

歩合をかけることによって計算されていること

を考えると,生産手当てのベースは基本給 と各

月の能率-生産性である (ただし当月の能率給

歩合の決定に関 しては,前月の能率を5/6,当

月の能率を1/6として計算するなど,能率歩合

の変動が大 きくならないように調整 されてい

る)｡基本給に関 しては,初任給 こそ一律に決

められているものの,その後の基本給は査定に

よって個人ごとに異なっている (トヨタには定

期昇級や賃金表が存在 しない一田中博秀 〔1982

C〕)｡ただし, トヨタは査定によって生 じる格

差を上下 5%程度におさえ, しかも過度の賃金
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格差が生 じないように現場レベルの調整のため

の修正分が現場に配分されているという (人事

考課の査定序列を逆転させない範囲での格差の

修正)｡したがって基本給は個人化されている

が,賃金格差は低 く押さえられているといえよ

う ｡

よって全体としてみれば,労働者にインセン

ティブを与える項 目は基本給を決定する査定

(個人的インセンティブ)と,生産性そのもの

を賃金に反映させる生産手当て (集団的インセ

ンティブ)である｡ しかしながら各部門におけ

る能率歩合の決定 (野村正賓 〔1988a〕)や人

事考課における格差の抑制などに関して観察さ

れるように, トヨタは効率主義であるとはいえ,

従業員に対しては平等主義的な態度をとってい

るといえよう｡もちろんこの平等主義を単に家

族主義的人事管理によって説明することはでき

ない｡これまでに見てきたように,平等主義は

システムの特性によって必要とされているので

ある｡ すなわち,TPSは ｢雑音｣の発生に弱

いと述べたが,同じ現場の労働者の賃金格差が

大きくなれば,不利な労働者の労働モラルは低

下するであろうし,それは各作業ポス トが有機

的に関連しているために全体の能率低下を引き

起こすことになる｡ 労働モラルの低下による

｢雑音｣の発生を防ぐには賃金格差をあまりに

大きくしてはならないであろう｡ 同じ思想は,

工数低減による作業員の削減に関しても見られ

る｡ トヨタが ｢人をへらすのは優秀な人から減

らしていくこと｣という場合,一方で成績の悪

い労働者のモラル低下や低抗を避けつつ,彼ら

の積極的な協力を引き出そうというものである｡

再度いえば,TPSは労働者の積極的参加がな

ければ動かない｡効率至上主義といわれるトヨ

タにおける平等主義はこのシステム上の要請に

よるものであると考えられる｡

ところで, トヨタには明示的な賃金表が存在

しないといわれているが,個々の労働者の賃金

プロファイルはランク ･ヒエラルキー内の地位

と関連している｡ 小山陽一他 〔1985〕によれば,

1979年時点では一般技能員の年間賃金は200-

500万,班長クラスで350万-500万,組長 レベ

ルで350-600万であり,工長は600万円以上で

あった (現在の賃金額の正確なところは分かっ

ていないが,平均年齢34歳で平均年収600-650

万円程度であるとされている)｡

まずプロモーションについてであるが,野村

正賓 〔1988b〕は職層昇格について以下の2点

を指摘 している｡(1) 職層昇格は勤続年数に応

じて自動的に行なわれるものではない｡能力を

中心として勤労意欲,経験,技能,指導力など

を総合評価 して決定される｡ ただ昇格には最低

限必要な経験年数が決められているにすぎない｡

昇格までの平均年数は,現時点では一般技能員

から班長まで10年,班長から組長へは8年,組

長から工長へは8年であり,さらに課長に昇格

できる可能性が存在する｡(2)職層制度は資格

制度であり,資格は職層ときりはなされない｡

また賃金のランクも職層-資格によって決まる｡

以上から考えると, トヨタの場合,事後的に,

職層ごとに平均賃金プロファイルが存在し,職

層昇格はより上位の賃金プロファイルへの移行

を意味するように思われる｡ また各職層の賃金

プロファイルは,定期昇給による賃金上昇が存

在 しないとはいえ,事実上,春闘によって基本

給のベースアップが実現されることから右上が

りの曲線になる (曲線は職層別の平均賃金であ

り,各労働者の賃金は個人化されているために

曲線の周囲に散らばる)｡そしてベースアップ

額は職層間で差別化されており,上位ほど昇給

額が大きく,直線の傾きが大きくなる｡ 図 3は

賃金
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このような職層別平均賃金プロファイルとプロ

モーションとの関係を単純化して示したもので,

濃い実線は,平均的労働者のプロモーションを

示 している｡

ところでプロモーションは人事考課によって

行なわれるた鋸 こ不透明さを残 し,小山陽一他

〔1985〕が示 しているように,昇格人事に対す

る労働者側の不満がうまれる可能性もある｡と

はいえ,この点でもトヨタは平等主義を維持 し

ているように思われる｡ 実際,｢まじめに勤め

れば (たとえ能力がなくとも)定年までには班

長になれる｣という言葉に代表されるように,

トヨタはプロモーションに関しても労働者がや

る気をなくさないように配慮している｡ いわば

昇格への期待が労働者の積極的な参加を促して

いるといえよう｡ しか も, トヨテイズムはこの

点では徹底しており,一人の脱落者も出さない

ように管理しているように思われる｡ トヨテイ

ズムにおける全体的効率性の追及は,全員参加

を基礎としているのである｡ そのためのもう一

つの手段が,人間関係活動である｡

4.3 人間関係活動

トヨタにおける賃労働関係のレギュラシオン

を遂行する諸制度は賃金制度と内部昇進制度だ

けではない｡1950年代初期の争議時から始まっ

たフォーマルおよびインフォーマル ･グループ

を通 じた会社による直接的な従業員管理が存在

する｡ そしてこの人間関係活動の意義と重要性

を指摘 したのも小山陽一他 〔1985〕,野村正賓

〔1989〕〔1991〕であった｡

トヨタの言う ｢手間暇かけた ドロくさい労務

管理｣は基本的に人間関係諸活動 (社内団体,

トヨタ ･クラブ,寮自治会,社宅会)と QC

サークル ･創意 くふう提案制度および職場先輩

制度に見るPT (パーソナル ･タッチ)運動で

ある｡詳細は上記の諸研究に譲 り,ここではこ

れらの諸制度を簡単に特徴付けておこう｡ 人間

関係活動は従業員の仝生活を会社に従属させる

と共に,会社への信頼感 を呼び起 こしている

(安全弁としての人間関係諸活動)｡また QC
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サークル ･創意 くふう提案制度は,単にこれら

の改善活動を通 して生産性向上を実現させてい

るだけではなく,これらの作業グループが同時

に ｢人間関係活動｣の一貫をなしている｡ 他方,

PT運動の重要な制度である職場先輩制度は,

職場先輩に任命された社員が新入社員の面倒を

見て新入社員の脱落 (離職)を防ぎ,彼らの職

場-の統合を容易にしようという制度である｡

さらにこのような職場先輩制度のほかにも, ト

ヨタにおいては組長や班長が現場管理者として

と同時に,職場の先輩として深く人間関係活動

にかかわっている｡ 班長は,実際,班内の労働

者の苦情を聞き,彼らの相談役となり,班のメ

ンバーをまとめて生産への積極的参加を促す役

割を演 じている｡ トヨタが昇格人事において指

導力を重視する理由がここにある｡

トヨタがこのような人間関係活動に力をいれ

るのは,50年代争議の経験や,労働者の参画を

引き出すには賃金とプロモーションによるイン

センティブだけでは不十分であるということを

強 く意識 してのことであろうが,さらにTPS

そのものが ｢雑音｣に弱いという特性に起因す

るであろう｡

結びにかえて

以上にみたようにTPSの組織テクノロジー

はまったく独自のものであって,これをネオ ･

フォー ド主義やネオ ･テーラー主義と呼ぶこと

はできない｡それは生産労働組織に関するだけ

ではなく,労働様式および作業編成様式に関し

ても言えることである｡

情報システムとしてのTPSを考慮すれば,
7ランヌリ-

テーラーが労働者の ｢ぶらつき歩き｣を阻止 し

たように,フォードは部品の ｢ぶらつき歩き｣

を阻止 したというB.コリアの表現を借 りれば

(B.Coriat〔1979〕), トヨタはカ ンパ ンを

使 った JITによって情報の ｢ぶらつき歩き｣

を阻止したということができよう｡ しかしTPS

における情報の管理は,同時にこの情報の生産

･流通を担う労働の管理である｡不生産的労働

時間の生産的労働時間への転化および労働の合
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理化による労働生産性の上昇という目的に関し

ては確かに トヨテイズムはテーラー主義や

フォー ド主義と同じである｡ ただ, トヨテイズ

ムはこれをまった く異なった組織テクノロジー

によって実現 したのである｡ この ｢冗長性｣を

排除した情報システムは極めて効率的なサイバ

ネティックス ･システムを構成し,労働をもそ

の重要な装置として組み込み,労働をプログラ

ム化する｡ 作業それ自体に多能工性や多機能性

が要求されるとしても,そしてまた異常管理や

改善において知的熟練が要求されるにしても,

日常作業における労働がプログラム化され,労

働自体がサイバネティックス装置化されている

ことは否定できないであろう｡ しかも,労働者

の知的熟練は改善を通じてさらに厳 しい労働の

プログラム化に動員されるのである｡

このような労働は,その標準作業の決定にも

みられるようにテーラー主義的労働やフォー ド

主義的労働に比べればより民主的で現場を考慮

したものであるにしても,必ずしも労働の人間

化や労働の豊富化を意味するものではないとい

うことである｡ さらに,このようなレベルにお

いて捉えた労働は,現実にはそのものとして存

在しないということに留意する必要がある｡ す

なわち, トヨタの経営はしばしば効率第一主義

であると非難されてきたように,80年代末まで,

は生産至上主義的労働管理が支配していたので

あり,現実の労働 リズムはこうした企業の経営

戦略によって支配されていた｡T50(国内シェ

ア50%)やグローバル10(世界市場のシェア10

%)といった攻撃的経営戦略および円高下での

原価低減圧力は,製品の極端な差別化と共に,

労働現場,そして部品メーカーに相当のプレ

シャーをかけたであろうことは想像に難くない｡

少人化に由来する高い労働密度での長時間労働

や人手不足に対する労働者の不満にもかかわら

ず,この時期まで TPSが比較的良好に機能して

きたのは,この生産至上主義が,賃労働関係の

レギュラシオンにみるような労務管理および部

品メーカーとの関係における一定の平等主義あ

るいは温情主義によってバランスが取られてき

たからであろう｡ トヨタにおける賃労働関係の

ミクロ ･レギュラシオンは,すべての労働者の

積極的,主体的参画を意識し,労働者を生産性

の上昇へと駆 り立てる諸制度からなっている｡

しかもこの点においても西欧流の強権的なテク

ノクラシー的労務管理ではなく,厳 しいと共に

温情主義的管理を行ない,労働者ならびにその

家族の生活を企業の生活に包摂することによっ

て労働者の企業忠誠心を育んできた｡TPSが可

能であったのは,このような労使関係や企業文

化が存在したからであろう｡

しか し,今日では.TPSの発展を支えてきた

世代には満足できた労働条件 ･作業環境 も3K

を嫌う新たな世代には受け入れ難いものとなっ

ている｡ また現場労働者自身が自分の子供を ト

ヨタに入れたくないと感じるように,生産至上

主義はTPSの原動力 (現場労働者)自体を破

壊 し始めたように思われる｡ その象徴が,特に

若年層の労働力不足である｡TPSにおいては

特に労働が重要な機能を果たしているだけに,

それだけ労働力不足の問題は深刻であろう｡

現在, トヨタは労働力不足に対 して,ロボッ

ト化 (ここ3年では年1000台の割合でロボット

が導入されている),労働環境の整備 と若年層

の生活環境の整備 (寮や福利厚生施設の改善の

ために1000億円を投資),およびシステム全体

のより人間的な改善を進めていると言われてい

る｡ こうしてTPSは労働の人間化-の方向転

換-と進むようにも思われるが,労働時間短縮

問題および現在の不況との関係でどのような方

向に発展するかは断定できない｡さらに,労働

者の生活の丸抱えは トヨタに限られたことでは

なく, ミシュランなどにもみられるものである

が,ミシュランの場合,業績不振を理由にこれ

らの労働者を大量に整理している｡ したがって

終身雇用を標傍する日本企業,そして特にその

代表であるトヨタが長期的不況に直面したとき,

あるいは市場の長期的停滞に直面したとき,ど

のように行動するかが注目されるところである｡

結論として言えば,TPSは歴史的にみれば

テーラー主義やフォー ド主義に匹敵する組織イ



トヨタ生産システムと労働

ノベ-シ ョンであ る とい えるが,生産至上主義

の トヨテイズムはすでに過去のものとして克服

されるべき十字路に到達 していることは確かで

あ る｡
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